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農機製造部門に於ける省エネルギー

EnergySavingattheAgvicultural

MachineryHoductionField

1 まえがき

農機製造業は，エネルギー消費面で見る限りでは，

鉄鋼，化学，窯業，紙パルプ等に代表される，所謂多

消費型製造業と比較すると寡消費型製造業の部類に属

すると云えよう．

然し第1次オイルショック以降のエネルギーコスト

の急激な高騰は，農機製造業界においても例外でなく，

生産コストフ。ツシュ要因として，大きくクローズアッ

プされ，省エネルギー問題は緊急且つ恒久的な重要課

題として，これの対応について，真剣な努力が払われ

ている．

本稿では農機製造業のエネルギー消費規模及び省エ

ネルギーの現状の概要について説明する．

2農業機械のエネルギー消費規模

農業機械のエネルギー消費は，農機製造工程と農業

製品自体の運転用燃料を合せて見る必要がある．

表1，表2は農機製造部門のエネルギー消費及び農

機製品の燃料消費状況を示し，図－1は当社農機製造部

門消費エネルギーの内外作構成比率を示す．

農業エネルギー消費の特徴として2点があげられる．

第1の特徴として，製造部門におけるエネルギー消

費量は’1社当り単純平均で850kC/年(原油換算)と，

1部の多消費企業を除いて比較的少消費企業群で形成

されている．

然し当社例図-1に見られる如く，社内製作エネルギー

表’を上回った社外作（部品）エネルギーが消費され

ている点に留意する必要がある．これは協力会社を含

めた企業体としての省エネルギーに親会社の積極的な

指導が必要であろう．

第2の特徴として，表2に示す農機製品のユーザー

の燃料消費量は1078×103kO(原油換算）となっている．

＊久保田鉄工㈱堺製造所生産技術部部長
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川崎晃美＊
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これは自動車業界と同様，製造エネルギーの割にユー

ザーの運転用エネルギーが圧倒的に多いことであり，

農業機械の軽量化，エンジンの低燃費化等に関する

技術開発の推進が如何に今後の国家レベルでの省エネ

ルギーに寄与するかを示唆している．

3農機製造業の省エネルギー状況

農機製造部門全般の省エネルギー対策の推進状況並

びに実績等については，情報，資料不足で実態を充分

把握することが出来なかった．従って当社の省エネル

ギー活動を凡例として紹介するが同業他社でも大体同

様の活動が推進され，実績効果を挙げているものと推

察される．

4当社の省エネルギーの現状

当社の全社的省エネルギー対策の推進目標及び推進

方針は下記の通りである．

〔1〕全社的省エネルギー中期目標

昭和56年度迄に20％の原単位低減（昭和53年

対比）

〔2〕推進体制

（1）推進体制

･エネルギー中央対策委員会の設置

・事業所エネルギー対策委員会の設置

（2）省エネルギー技術開発の抜本策推進

o横断的な基幹技術の抽出

･生産技術自主開発制度の活用

。研究開発部門との連携強化

（3）省エネルギー連動の展開

〔3〕当社農機製造部門の省エネルギー状況

当社農機製造部門はエンジンを主体とした堺製造

所，トラクターを主体とした筑波工場，収穫機を主体

とした宇都宮工場に分業されているが，省エネルギー

推進は上記の全社的目標及び方針を基本に，農機部門
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表1農機製造業エネルギー使用状況(S53年度）

*(mS54年8月日本農業機械工業会調査資料(127社）

表2農業機械用燃料油需要量推計(S54年度）

*imS54年8月日本農業機械工業会調査資料

図－2堺製造所エネルギー使用実績(S53年度）

エネルギーの効率的活用のため後述の表4に示す末

端エネルギー効率を高めるため省エネルギーの推進

対策の基本的な考え方を次の如く定めている．

イ）電気エネルギー

・電気以外のエネルギー転換不能なもの(モーター，

溶接，照明）

＜対策＞

空転防止，適正化（スケールダウン),細分化．

。エネルギー転換可能なもの（電熱ヒーター）

＜対策＞

1次エネルギー化（ガス化）

･コンブ。レッサーエヤー以外のエネルギー転換可

能なもの（エヤーモーター，エヤーエ具）

＜対策＞

電動化（効率向上）

口）ガスエネルギー

・蒸気以外のエネルギー転換可能なもの（ボイラー

依存型脱却）

図－1農機製造部門消費エネルギー（当社例）

（クボタ鉄工‘協力会社含む）

の特殊性を加味して展開している．

本稿はその中で堺製造所の省エネルギー状況につい

て紹介する．

(1)堺製造所のエネルギー別使用状況

昭和53年度のエネルギー使用実績は図-2の通り

である．

I2)省エネルギー目標（堺製造所）

昭和56年度24.8％原単位低減(昭和53年度対比）

(3)省エネルギー推進対策の基本姿勢

堺製造所では，製造工程において使用される各種
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年間エネルギー使用量

実使用量 原油換算(k4) ％
用 途

石
油

揮発油

灯油

軽油

重油

十
一
言
口

、
Ｉ
ｐ
Ｊ

ノ

3,550k2

17,830k4

10,870k4

16,620kO

(48,870)k2

3,231kO

16,939k2

10,653k4

17,451k4

(48,274)k4

3.0

15．7

9.8

16．2

(44.7）

輸送，研究 etc

ボイラ ー

， 塗装暖房etc

輸送，始動，研究etc

ボイ
ー

フー， 熱処理,暖房etc

L．P．G 3,361t 4,739kO 4.4 ボイラ ー

， 塗装etc

電 力 21,154.1万kWH 54,937k2 50.9 電動機，工作機械照明etc

,△ 計に］ 107,950k4 100.0

運転用燃料消費量(103k4)
消費量 原油換算 ％

使用材種名

揮発油 431 392 36.4

耕うん機，バインダー，コン
バイン，田植機，動ふん，動
散，刈払機，その他

軽油 559 548 50.8
トラクター，耕うん機
パイン，その他

コ ン

灯油 145 138 12.8 コンバイン，乾燥機，その他

合計
103k@

(1,135）

103k4

1,078
100.0



Vol.2No．5(1981)

＜対策＞

ガス直接燃焼化（効率化）

ハ）排出エネルギー

＜対策＞

回収利用

二）太陽エネルギー

＜対策＞

ソーラーシステムの採用

(4)農機製造工程の概要

図-3は堺製造所のエネルギーフロー及び製造工程

の概要を示す．

工程を大別すると粗材処理加工，塗装，組立に分

けられるが，概ね農機製造工程を代表するものと考

えてよい．

(5)省エネルギー対策の具体例

表3は当社の省エネルギー対策の具体例を工程，

改善項目別に表示した．

工程別に見ると

材料処理加工部門においては，投入エネルギーの殆

んどが電力であり，操業面では，工作機械関係の空転

防止，設備面では，力率改善等を重点的に取り組んで

いる．

塗装部門においては，ガス（蒸気)が投入エネルギー

の大半を占め，操業面では前処理液温の見直し，1部

鱈【市カス=r)=

481

洗鰈の省略，設備面では前処理液加熱工程で，蒸気に

よる間接加熱を図-4に示すガス液中燃焼による直接加

熱方式に変更し，エネルギー効率の改善に大幅な効果

が見られ，全塗装ラインえの実施を進めている．

その他の部門においては，幅広い改善を実施してい

るが操業面ではボイラー送気圧力ダウン，地下水汲み

上げポンプ°の全面停止，不要変圧器の停止等の効果が

大きく，設備面では図-5の塗装排ガス処理システムの

導入,ボイラー関係では図-6の太陽熱及び液中バーナー

の複合利用システムの導入等により，現有主蒸気ボイ

ラー3基(16T/H,7T/H,4T/H)の負荷率は大

幅に低下し,16T/H1基が休缶可能となった．

当製造所の省エネ対策の特徴を要約すると以下のこ

とが云える．

1）農機製造工程は，小規模（エネルギー消費量）多

数量の分散設備機器で構成されている．

このため対策も，操業，設備の全面多岐に亘り小

量効果，多数改善の積み重ねが多大の効果を斉ら

した．

＜例＞

空転防止168台

力率改善600台

2）設備機器個々のエネルギー効率改善に止まらず表

4に示す1次エネルギー迄測った総合効率の向上を

匡>ｴﾈﾉ峠‘

図－3堺製造所エネルギーフロー及製造工程

－ 7 5－
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表3堺製造所主要エネルギー対策

実施済，実施中

進行中

計画中

○
△
×

㈱

液中燃焼システム蒸気システム ノ
”■巳、

I I
〈

]0％
]0％

鹿 侭 礎ごゴ忍雁兎

図－4塗装前処理液加熱システム

指向追求し，工程システム変更に取組んだ．

＜例＞蒸気エネルギー（ガスボイラー）→ガスエ

ネルギー効率的使用，太陽エネルギーの利用

以上の様な省エネルギー対策に取組んだ結果図-7に

示す如くエネルギー原単位低減率は,昭和55年度にお

いては計画値（87.0）をはるかに上廻る76.4に達し，

－ 7 6 －

省エ ネルギーー対策

材料処理加工 塗装・組立 公害 ユーティリティ その他

操
業
改
善

操業 管 理

基準の見直し

製造工程の恋更

･省略

○工作機械，プレス

モーター空転防止

(168台）

○洗浮液変更による

乾燥炉省略

○塗装前処理

洗浮液設定温
度ダウン

○連続エアー

ブローの間欠
化

○塗装前処洗
浮装置の省略

○塗装下塗乾

燥炉の省略

○ボイラー送気基準圧力ダウ

ン

○ボイラー送気時間の短縮

△ボイラー燃焼空気比の改善

○冷暖房使用温度規制値設定

○給水合理化による地下水汲

上ポンプの停止

△不要変圧器の停止（夜間）

設
備
改
善

設備の改善，改

新・見直し

排出エネルギー

の回収利用

○機械設備の力率改

善(600台）

×電気焼鈍炉の加熱

方式変更（ガス化）

○ エ ア ー モ ー タ の 電

動化

○鍛造製品保有熱の

焼鈍利用

○乾燥炉の加

熱方式の変更
(電気→ガス）

○塗装前処理

液加熱方式変
更（蒸気→液

中バーナー）

○スチームド

レンの回収利
用

△塗装排ガス脱臭処理方法変

○
○
△
○
○

更（直燃→活性炭吸着）

熱処理工場暖房方式変更

コンプレッサー台数制御

蒸気配管の統合整理

スチームトラップ取替

土水自動制御による総使用

水量の削減

○照明設備改善

○回収廃油の暖房材燃料化

○ソーラーシステムの温水利用
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'0 (注）
計画:－－－－

実績:-

53年度指数|00

塗

9

8

力

屋ﾀ倣出 7

S53545556
外気

図－5塗装排ガス脱臭システム
図－7堺製造所エネルギー原単位低減率推移

表4エネルギー効率比較

エネルギー効率比較

届
一

心

届
一

心

篭篭
§-塁遥

Cw"

W
燃
料
“
“ 厚手封

昭和56年度においては，中期計画目標（75.2)は充分

クリアー出来る見込みである．

然し今後もエネルギーコストの急速な上昇は必至で

あり，エネルギーコストアップ°分を大幅に吸収するこ

とは不可能であ．り，より高い低減率を志向した修正計

画が必要である．

5むすび

周知の如く，農業機械業界の現状は減反政策，異常

気象等々諸悪条件が山積し，非常に厳しい環境におか

－ 77－

エ
ネ
ル
ギ
ー

区
分

保有熱量Kcal

総熱量
効
壁

有
熱

エネルギー
価格比
円/I‘000Kcal

S55．4．1

|次ｴﾈﾙギー･2次ｴﾈﾙギー使用設備
最終
効 率 省エネ対策

省エネ対策例

実行具体例 効諾纈何月）

U＝U＝U

E巳

気

2,451

端

860

端

26,11
円

(IWI=23)
円

l白

機械.装置

金暖房機
丘アーエ具
エアーモーター

ニアーブロー
〆

熱処理･乾燥炉

水銀灯･蛍光灯
接器

％

32

5
％

27％
％

30

●空転防止

●スケールﾀウン

●電動化

●工法改善

●ガス化

●紙まめな消灯

●工法改善

-3,75KWHのi班ポンプを旧3時間停止

一ｴｱーﾓーﾀー(5.罰KⅧ)=電動擬(0.75

KⅧ5.艶K州刈.75KⅧ=7.44倍

－6%の《ｲ(4.§c淵)でｴｱープﾛーを旧爵間停止

一lm1(別℃)の湯槽を電熱ﾋー ﾀー より
ガスヒーターに変更

-4mWの水韻灯を旧5時間消灯

5,511

'7,747

4,287

'5,323
980

都
市
ガ

ス

|1,001

賂

9,930

聯

13
，

00

円

(Nm3=130)
円

〆

液中バーナー
L

〆

乾燥･脱臭
冷暖房機･湯沸器
〆

前処理･洗浄

冷暖房機

手洗場
L

85
5％

％

72

％

36

●低温使用

●|次ｴﾈﾙギー 化

●適温使用

一lm0Iの湯槽の液温管理を60℃から50℃
に変更

－10001(60℃)の湯槽加熱を蒸気からガス
直接燃焼に変更

20,914

221,158

燃
洞
荘

9,351

畔

8,440

畔

1,11
円

(！＝60）
円

〆

暖

L

－

房 機

〆

研 究

試 運転

廷

％

72

％

27

●適温使用
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集熱器 llllllllll||、

図－6太陽熱液中バーナー複合利用システム

れている．今後の省エネルギー対策の課題として，製

品開発研究段階より，エネルギー問題を折込んだ一貫

した技術開発，社内及び社外関連の外作部品メーカー

を含めた総合的省エネルギー体制を強力に推進する必

要があると考え られる．以上

参

（1）

(2）

考資料

日本農業機械工業会調査資料

日本農業機械工業会調査資料
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